
経常建設共同企業体の取扱いについて

令 和 ７ 年 ３ 月 ７ 日

事業振興部工事管理課

優良な中小・中堅建設業者が継続的な協業関係を確保することにより、その経営力・施工力

を強化することを目的として結成する経常建設共同企業体（以下「共同企業体」という。)に関

する北海道開発局の取扱いについて、主な申請要件をお知らせします。

この取扱いは、令和７・８年度の資格審査に適用します。

１ 共同企業体の主な申請要件

(1) 構成員の数

構成員の数は、２社又は３社

(2) 構成員の組合せ

① 資本金の額若しくは出資の総額が20億円以下の会社又は常時使用する従業員の数が

1,500人以下の会社若しくは個人

② 等級のある工事区分（「一般土木」、「建築」等の５工事区分）を申請する場合にあっ

ては、同一の等級又は直近の等級に格付けされた有資格者又はこれと同等と認められる

者

(3) 結成数

一の企業が本局及び各開発建設部ごとに結成することができる共同企業体の数は１とし

ます。ただし、施工能力等からみて確実に継続的な協業関係を維持することができると認

められる場合にあっては、２まで結成することができます。

(4) 結成数の制限（別紙参照）

(3)により同一部局において複数の共同企業体を結成する場合であっても、同一工事区分

における重複登録はできません。

(5) 結成回数

資格の有効期間内に共同企業体としての競争参加資格を辞退した場合、その構成員は、

当該資格の有効年度において、同一の発注機関における同一工事区分での共同企業体の結

成は認められません。

ただし、構成員の破産、解散、廃業、合併による消滅その他のやむを得ない場合により

共同企業体としての競争参加資格を辞退した場合を除きます。
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２ 単体企業と経常建設共同企業体との同時登録及び審査数値の加算調整

平成１８年５月２３日に「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指

針」が改正されたことを受けて、同時登録及び審査数値の加算調整の取扱いを次のとおり改

正します。

(1) 単体企業と経常建設共同企業体との同時登録の禁止（別紙参照）

一の発注機関（本局及び各開発建設部ごと）における同一工事区分の同一ランク（等級）

での単体企業と当該企業を構成員とする経常建設共同企業体との同時登録はできません。

また、経常建設共同企業体が競争参加を希望する工事区分が一般土木の場合において、

当該共同企業体の構成員に下位等級（Ｃ若しくはＤ等級をいう。以下同じ。）に格付けされ

た企業がいる場合に、当該共同企業体の競争参加を希望する部局（希望部局という。以下

同じ。）が下位等級である構成員の本店所在地を管轄する部局（管轄部局という。以下同じ。）

と異なる場合には、下位等級である構成員の単体企業としての競争参加資格は、当該構成

員の管轄部局に対して停止となります。

なお、上記に関わらず政府調達に関する協定が適用される工事の入札に参加する場合は、

経常建設共同企業体の入札参加を認める工事を除き、当該一の企業の競争参加資格を停止

させません。

(2) 加算調整（別紙参照）

合併計画を明らかにした書面（次期の定期の競争参加資格の決定日までに合併契約を締

結する旨が記載されたもの）を提出した場合に限り、有資格業者として決定を受けた日か

ら令和７・８年度の競争参加資格の有効期限までの間、５％の加算調整を行います。

① 合併に至らなかった場合

加算調整の適用を受けた共同企業体が、次期の定期の競争参加資格の決定日（競争参

加資格の有効期間開始日）までに合併契約を締結していない場合には、次期以降の競争

参加資格の決定において、当該一の企業が構成員となる共同企業体には加算調整を行わ

ないものとします。

② 共同企業体を解散した場合

加算調整の適用を受けた共同企業体が、次期の定期の競争参加資格の決定の時（競争

参加資格の有効期間開始日）より前に解散したことにより、当該共同企業体の一の構成

員が組合せを変更し、新たな共同企業体を申請した場合には、５％の加算調整は行わな

いものとします。

ただし、２社により構成される経常建設共同企業体のうち、１社が倒産したときなど、

やむを得ないと認められる場合により解散した場合は除きます。
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【 例 １ 】 単体と経常ＪＶが同一ランク（等級）の場合は、同時登録できません。

本店所在地 格付

X社 札幌市 Ｂ

Ｙ社 函館市 Ｂ

X・Ｙ ＪＶ 札幌希望 Ｂ

本店所在地 格付

X社 札幌市 Ａ

Ｙ社 札幌市 Ａ

X・Ｙ ＪＶ 札幌希望 Ａ

【 例 ２ 】 等級を設定していない工事区分は、同時登録できません。

本店所在地 格付

X社 札幌市 －

Ｙ社 札幌市 －

X・Ｙ ＪＶ 札幌希望 －

【 例 ３ 】 ＪＶの格付等級が単体の等級よりランクアップしている場合には、同時登録できます。

本店所在地 格付

X社 札幌市 Ｂ

Ｙ社 札幌市 Ｂ

X・Ｙ ＪＶ 札幌希望 Ａ

Ｘ 社（Ｂ等級）、Ｙ 社（Ｂ等級）ともにランク（等級）アップしているので、同時登録できます。

希望工事区分：一般土木

備考

ＪＶの等級が、単体の等級よりﾗﾝｸｱｯﾌﾟしているので、同時登録可能

ＪＶの等級が、単体の等級よりﾗﾝｸｱｯﾌﾟしているので、同時登録可能

希望工事区分：一般土木

希望工事区分：一般土木

希望工事区分：維持

ＪＶ希望部局である札幌について、単体の資格が停止となります

ＪＶ希望部局である札幌について、単体の資格が停止となります

経常ＪＶの等級と構成員の等級が同一等級の場合は、単体の登録（競争参加資格）を経常ＪＶの希望部局につい
て停止します。

等級を設定していない工事区分の場合、経常ＪＶで登録したときは、単体の登録（競争参加資格）を経常ＪＶの希
望部局について停止します。

備考

ＪＶ希望部局である札幌について、単体の資格が停止となります

備考

ＪＶ希望部局である札幌について、単体の資格が停止となります

ＪＶ希望部局である札幌について、単体の資格が停止となります

備考

ＪＶ希望部局である札幌について、単体の資格が停止となります

単体企業と経常建設共同企業体との同時登録の禁止

別 紙



【 例 ４ 】 単体と経常ＪＶが同一ランク（等級）の構成員の一部は、同時登録できません。

本店所在地 格付

X社 札幌市 Ｂ

Ｙ社 札幌市 Ｃ

Ｚ社 札幌市 Ｃ

X・Ｙ・Ｚ ＪＶ 札幌希望 Ｂ

【 例 ５ 】 ＪＶの工事区分が「一般土木」の場合で、構成員にＣ又はＤ等級の者がいる場合の取扱い。

本店所在地 格付

X社 札幌市 Ｂ

Ｙ社 函館市 Ｃ

X・Ｙ ＪＶ 札幌希望 Ｂ

ＪＶの等級が、単体の等級よりﾗﾝｸｱｯﾌﾟしているので、同時登録可能

ＪＶの等級が、単体の等級よりﾗﾝｸｱｯﾌﾟしているので、同時登録可能

Ｘ 社はＪＶと同一ランク（等級）なので、Ｘ 社（単体）の登録（競争参加資格）を経常ＪＶの希望部局について停止し
ます。

希望工事区分：一般土木

備考

ＪＶ希望部局である札幌について、単体の資格が停止となります

同一ランク（等級）の構成員の一部は、同時登録できません。
また、構成員に下位等級（Ｃ若しくはＤ等級）の者がいる場合（例ではＹ社）は、その者の本店所在地管轄部局と

異なる部局をＪＶが希望しているので、Ｙ社（単体）の登録（競争参加資格）を、Ｙ社の本店所在地について停止。

希望工事区分：一般土木

備考

ＪＶ希望部局である札幌について、単体の資格が停止となります

本店所在地管轄部局である函館について、単体の資格が停止となります
（Ｃ等級業者であり、自社管轄部局外をＪＶが申請しているため）
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※「コマ」＝ここでは、１ＪＶが有する工事区分の数を指す。

※競争参加を希望する部局は、複数の開発建設部を登録できます。

一つの開発建設部で、Ｘ社が結成できる経常ＪＶの数と工事区分の登録（イメージ）

防 水 加 工

建 築

一 般 土 木

２ＪＶまで結成可

造 園

JV
工事区分

し ゅ ん せ つ

Ｐ Ｓ コ ン ク リ ー ト

どちらか一方のみ可。

鋼 橋 上 部

舗 装

機 械 装 置

管

維 持

グ ラ ウ ト

さ く 井

塗 装

電 気

最大２ＪＶまで結成可とし、同一工
事区分における重複登録はできませ
ん。（１ＪＶに限る。）

↓

最大15コマまで可能

結 成 数 と 工 事 区 分 の 登 録



ケース１ Ｘ社とＹ社が他の企業と結成する経常ＪＶ

上記に同じ

ケース２

ケース３

ＸＺ経常ＪＶを結成

Ｘ社とＹ社がそれぞれ組み替えをして結成する経常
ＪＶは、令和８年４月１日以降、合併計画を明らかにした
書面を提出した場合にあっても、加算措置なし

構成員Ｙ社が倒産したため、新たにＺ社と組み
替えを行った場合

定期の期間の中途で解散した場合

基本型
５％の加算措置（２年間）

令和９年度以降、合併計画を明らかにした書面を提
出した場合にあっても、加算措置なし

※ 合併計画を明らかにした書面（次期の定期の競争参加資格の決定日までに合併契約を締結する旨が記載
された書面）を提出した場合

R7.4.1
R9.3.31
R9.4. 1

令和７・８年度 競争参加資格期間 令和９年度以降

※ Ｘ社とＹ社が、引き続きＸＹ経常ＪＶを結成した場合
も同様

次期の定期の競争参加資格決定までに、合
併契約を締結しなかった場合 （ＸＹ経常ＪＶ）

加 算 調 整

R7.10.1

資
格
決
定

５％の加算措置（１年６ヶ月間）

資
格
決
定

資
格
決
定

ＸＹ経常ＪＶ
解 散

R8.3.31

Ｘ社、Ｙ社合併

資
格
決
定

ＸＹ経常ＪＶ
解 散

R7.6.30

資
格
決
定

R7.8.1

５％の加算措置（１年８ヶ月間）


